
一, 問題意識

2008年に ｢百年に一度｣ といわれる未曾有の世界的金融危機は世界経済に大きな打撃を与え

た｡ 金融危機後, 日本の対中投資にどのような変化が生じ, また問題を含まれるのか, 本稿はこ

の問題を中心に検討する｡

中国商務部によれば, 2009年に中国の外資導入は件数では 23,435件, 08年比 14.8％減少した｡

また, 実施額が 900億ドルで 08年より 2.6％減となっている(1)｡ 世界の対中投資が金融危機の影

響を受け, 多少減少したものの, 日本の対中直接投資額が 41億ドルに上り, 08年比 12.4％増と

なった(2)｡ また, 2010年には世界の対中投資は実施ベースで 17.4％増の 1,057億 3,500万ドルと

2009年のマイナスからプラスに転じた(3)｡ 日本の対中投資も世界対中投資の増大に伴い, 金額

だけでなく, 件あたりの投資額が 2009年に 384万ドルに拡大し, 03�05年の平均値 130万ドル

の 3倍に値する｡ ちなみに 2011年上半期に世界の対中投資が急増し, 実施ベースで 10年同期比

18.4％増と前年並みの伸びを維持した｡ 日本からの投資は 62.9％増と急増し, 35億ドルで国・地

域別では香港 (399億ドル, 全体の 60％), 台湾 (37.9億ドル, 同 6.2％) に次いで第三位に浮上

した (中国商務部 2011年 7月 19日発表)｡

二, 日本の対中投資の動機と投資戦略の変化

1. 日本の対中投資の動機

日本の対中投資の動機についていろいろと考えられるが, 基本的に以下の二点によって大別さ

れる｡ 一つはコスト要因である｡ 対中国投資は日本企業のコスト削減であるという｡ 中国は国土

面積と人口に相応する国である｡ 豊富な労働力資源を持つと同時に, 日本の国土面積の 27倍に

値する広い国土面積をもつ大国である｡ しかし, 日本と比べて経済的に立ち遅れる発展途上国で

ある｡ 中国で生産活動を行うには, 労働コストが低いというコストの優位性をもつ｡ もう一つは
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市場要因である｡ 中国は ｢世界の工場｣ だけではない｡ 近年 ｢世界の市場｣ としてクローズアッ

プされている｡ したがって, 日本企業は単に中国に生産拠点を移すだけでなく, 中国の市場占有

率の向上を対中投資の目的としている｡

2. 日本の対中投資の戦略転換

� 日中 ｢産業内分業｣ 体系の確立

日本の対中投資の歴史を見れば, 1979年から 2000年までの 20数年間に, 多くの日本企業は中

国に投資し, 工場を設置し, 東京を中心とする ｢産業内分業｣ 体系を確立した｡ 小池良司氏は日

本の地域経済と中国との関連性を分析する報告書の中で, ｢東京など日本の大都会を拠点とする

産業はいずれも中国と強い関連性をもっている｣ ことを指摘した｡ つまり, 日本の多国籍企業は

これまでに日本の二級, 三級の都市に設置された工場や生産拠点を中国に移転し, 労働分配率を

引き下げ, 賃金生産性を引き上げることにより, 東京を中心とする大都市の産業競争力を強化し

た(4)｡

� 知的財産権の保護

欧米諸国と日本企業は中国の経済発展と都市化の拡大から多くのチャンスを掴もうとしている

が, 中国経済の拡大を強い ｢脅威｣ と感じた企業もある｡ 日本は 2002年に内閣総理大臣を本部

長とする知的財産戦略本部を設置し, ｢知的財産の創造, 保護及び活用に関する推進計画｣ を決

定した｡ この計画は知的財産の創造, 保護, 活用, そしてこれらの活動を支える人材の育成, さ

らにコンテツビジネス飛躍的拡大も視野に入れた, 約 270項目にも及ぶ総合的な ｢知財立国実現

計画｣ を制定した(5)｡ 日本はこのように国家レベルで ｢知的財産権戦略｣ と ｢産業競争力戦略｣

を作成し, 高附加価値領域ないし生産製造技術分野における競争力を高めようとした｡ 日本経済

産業省, 特許庁が 2001年 12月に発表した 『中国模擬品被害実態のアンケート調査結果概要』 に

よれば, 中国に投資した日本企業のうち, 模擬品侵害を受けた企業は調査対象企業の 54％を占

め, これに伴う損失金額が 1億円以上の企業は同 31％を占めている｡ また, 62％の日本企業は

知的財産権の保護に対する中国政府の政策に ｢不満｣ を感じたという(6)｡ したがって, 中国との

水平型分業体系を確立する上で, 生産技術を含む知的財産権をいかに保護するかは対中投資を妨

げるマイナスの要因となっている｡

三, 金融危機後世界と日本の対中投資

1. 世界対中投資の変化

2008年の世界的金融危機の影響を受け, アメリカを中心に世界の先進工業国はいずれも投資
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不足の状態に陥った｡ 世界の対外直接投資が大幅に減少する中で, 対中直接投資はそれほど減少

していない｡ 中国商務部の資料によれば, 2007年～2008年に世界の対中投資金額が 748億ドル

と 924億ドルを数え, それぞれ対前年比, 13.6％と 23.6％に増加した｡ 2009年は 900億ドルで,

2008年と比べて 2.6％減少した｡ 2009年の投資件数は 23,435件, 14.8％減となった(7)｡ 対中投資

の増加傾向が 2010年にも変わらない｡ 投資件数が 27,406件, 投資金額が実施ベースで 1,057億

3,500万ドルに増加した (表 1参照)｡

� 投資規模の大型化

世界的金融危機後, 対中投資に以下の変化が生じた｡ 第一に投資規模の大型化である｡ 03～05

年に, 件あたり投資規模は 130万ドルであり, 06～08年と比べてそれぞれ 159万ドル, 197万ド

ル, 336万ドルに拡大した｡ さらに 09年に 384万ドルに上昇し, 03～05年の 3倍前後に値する｡

第二に過去と比べて近年, 中国国内のM & A関連法規が改善され, M & A投資の比率が上昇し

たという変化がみられた｡

� 製造業と非製造業の変化

第三に製造業の投資比率の減少に対して, 非製造業の比率は年々増加していることである｡

業種別にみると, 2009年製造業の対中投資金額は 467億 7,100万ドルで, 2008年比, 6.3％減

少したものの, 非製造業は 413億 3,200万ドルで, 2008年より 1.5％増加した｡ 非製造業のうち,

増加が最も多いのは ｢卸売り・小売業｣ であり, 21.6％増となった｡ その次は ｢リース・サービ

ス業｣ であり, 同 20.1％増加し, 第三位は ｢不動産業｣ で, 9.6％減少した｡ 但し, 不動産業の

投資金額が 2010年に 239.9億ドルへと大幅に増加し, 非製造業の 22.7％を占め, 42.8％増となっ

た｡ 増加速度がその他の業種を上回った｡
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表 1 世界対中投資の推移

(単位：件, ％, 億ドル)

項 目

投 資 件 数

(契約件数)

投 資 金 額

(実施金額)

増 加 率 増 加 率

07年 37,871 △ 8.7 748 13.6

08年 27,514 △ 27.4 924 23.6

09年 23,435 △ 14.8 900 △ 2.6

10年 27,406 16.9 1,057 17.4

出所：中国商務部 『中国投資指南網站』 http://www.fdi.gov.cn/pub/

FDI/default.htm) により作成｡



� 地域別と業種別投資の変化

地域別にみると, 中, 西部地域の外資導入が増加し, 沿海地域は減少したことである｡ 東部沿

海地域のうち, 増加額が最も多いのは遼寧 (28.5％) と天津市 (21.6％) である｡ 遼寧省への投

資増加は香港からの投資増加に起因する｡ 09年に, 香港の対遼寧の投資額が 67億 4,200万ドル

に上り, 前年同期比 26.7％増加し, 同省受入総額の 43.7％を占めている｡ 産業別では, 第二次産

業と第三次産業の投資はいずれも大幅な増加を見せた｡ 第二次産業が 30.5％ (74億 5,000万美元,

48％) に増加した｡ 第三次産業のうち, 現代サービス業の投資額が 26億ドルと高い｡ 71.8％増

加した｡ 具体的に, 韓国ロッテが建設した瀋陽総合施設 (金融投資会社, 投資額 30億ドル) と

日本 ORIXの大連中国本部 (総投資額 9,200万美元) を挙げられる(8)｡ なお, 2010年にも, 遼寧

省が前年比, 34.4％増で 207億ドルとなり, 江蘇省についで全国第二位になった｡

なお, 09年に, 天津市の外資導入金額が 90億ドル以上に達し, 21.6％増加し, 実施金額は北

京市を上回った｡ 天津市政府によれば, 外資系企業の中で増資案件が急速に増加し, 381件に達

し, 投資総件数の 60％を占め, 増資金額は 49.7億ドル (19.7％増) に増え, 投資総額の 35.9％

を占めるほどである(9)｡

表 3に示されるように, 投資金額を地域別にみると, 実施金額か最も多いのは江蘇省であり,

09年に 253億ドルに達した｡ その次は広東省 (195.4億ドル), 遼寧省 (154億ドル), 上海市

(105.4億ドル) の順である｡ 広州市は広汽本田, 東風日産, 広汽トヨタなど日本自動車メーカー

の重点投資地域である｡ 本田, 日産, トヨタの 3社の自動車販売台数は 2009年に 109万台, 中

国販売総数 (1,033万台) の 10％を占めている(10)｡
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表 2 業種別直接投資金額比率の変化
(単位：100万ドル, ％)

項 目
07年 08年 09年

金 額 比 率 増加率 金 額 比 率 増加率 金 額 比 率 増加率

農 業 924 1.2 54.3 1,191 1.3 28.9 1,429 1.6 20.0

鉱 業 489 0.7 6.2 573 0.6 17.0 501 0.6 △12.6

製 造 業 40,865 54.7 2.0 49,895 54 22.1 46,771 51.9 △ 6.3

非製造業 32,490 43.5 48.5 40,737 44.1 25.4 41,332 45.9 1.5

不動産業 17,089 22.9 107.7 18,590 20.1 8.8 16,796 18.7 △ 9.6

リースビジネス業 4,019 5.4 △ 4.8 5,059 5.5 25.9 6,078 6.8 20.1

卸売・小売 2,677 3.6 49.6 4,433 4.8 65.6 5,390 6.0 21.6

運輸・郵便業 2,007 2.7 1.1 2,851 3.1 42.1 2,527 2.8 △11.4

そ の 他 6,699 9.0 18.4 9,804 10.6 46.4 10,541 11.7 7.5

合 計 74,768 100.0 18.6 92,395 100.0 23.6 90,033 100.0 △ 2.6

注：増加率は対前年比である｡

出所：『中国商務年鑑』 各年版, 国家統計局 ｢China Monthly Statistics｣ 各月版により作成｡
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表 3 省・自治区・直轄市別外資受入金額 (2009年)
(単位：件, 100万ドル, ％)

省･自治区･直轄市 契約件数 増 加 率 契約金額 増 加 率 実施金額 増 加 率

東

部

江 蘇 省 4,219 △ 0.4 50,981 0.5 25,323 0.8

広 東 省 4,346 △37.9 17,558 △38.7 19,535 1.9

山 東 省 1,468 △ 3.9 8,710 △14.2 8,010 △ 2.3

浙 江 省 1,738 n. a 16,000 △10.1 9,900 △ 1.3

遼 寧 省 1,629 23.5 28,182 38.9 15,443 28.5

上 海 市 3,090 △17.6 13,301 △22.3 10,538 4.5

天 津 市 596 △13.8 13,838 4.4 9,020 21.6

北 京 市 1,423 △25.0 n. a n. a 6,121 0.6

福 建 省 939 △14.7 5,361 △25.0 5,737 1.2

河 北 省 2,56 n. a n. a n. a 3,598 5.3

海 南 省 88 △27.9 418 △72.5 943 △26.6

中

部

湖 北 省 268 n. a n. a n. a 3,658 12.7

湖 南 省 n. a n. a n. a n. a 4,598 14.8

江 西 省 821 19.2 n. a n. a 4,024 11.7

河 南 省 274 n. a n. a n. a 4,799 19

安 徽 省 303 18.4 2,090 1.6 3,880 11.3

山 西 省 58 n. a n. a n. a 490 △51.8

西

部

吉 林 省 n. a n. a n. a n. a 3,567 18.6

� 龍 江 省 n. a n. a n. a n. a 2,660 22.5

内 蒙 古 n. a n. a n. a n. a 2,984 13

四 川 省 286 △19.9 n. a n. a 3,590 16.2

陝 西 省 101 n. a n. a n. a 1,511 10.3

重 慶 市 161 n. a n. a n. a 4,016 47.2

広 西 n. a n. a n. a n. a 1.035 6.6

青 海 省 8 n. a 3 0 2 △ 2.3

貴 州 省 37 n. a n. a n. a 1 △10.3

甘 粛 省 26 n. a n. a n. a 134 4.2

寧 夏 14 n. a 105 n. a 142 17.7

雲 南 省 190 △16.7 1,682 △ 0.2 910 17.2

新 疆 n. a n. a n. a n. a n. a n. a

チ ベ ッ ト 1 n. a 76 n. a 58 n. a

注：地方政府の公布した外商投資の中に ｢外商その他投資｣ (委託加工, 補償貿易, 国際リース貿易など) が含まれる

ため, 累計金額は中央政府の統計金額を超過する｡

出所：日本貿易振興会の資料により作成｡



� 香港, 日本, ドイツの投資増加

国, 地域別にみれば, 2009年対中投資の一位は 08年と同様に香港である｡ 世界的金融危機の

影響があったにもかかわらず, 香港の対中投資額が実施ベースでは 460.7億ドルに達しており,

日本対中投資金額の 10倍以上に相当し, 08年より 12.3％増加し, 世界対中投資の 51.2％を占め

た｡ 香港の税制度が対中投資に非常に有利である｡ 投資後の配当金に税金がかからないだけでな

く, 香港親会社に対する中国子会社の配当收益税率は 5％にすぎない｡ その他地域の 10％と比べ

て優遇しているからである(11)｡

第二位は英領バージン諸島である｡ 08年と同様｡ 実施金額は 29.2％減少した｡ 日本は第三位で

ある｡ 金融危機後, 日本の対中投資が減少しないばかりか, 12.4％増加し, 41億 497万ドルに増

えたのである｡ 近年, 日本の対中投資が 06～07年に多少減少したが, 08年に 1.8％増加し, 09

年に二桁の増加率を見せた｡

二, 日本対中投資の新動向

1. 日本対中投資の変化

以上, われわれは中国の統計資料に基づき分析を行ったが, 以下で日本側の統計をみよう｡ 表
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表 4 国, 地域別投資実施額の比較 (09年)
(単位：件, 100万ドル, ％)

順

位
国・地 域

契 約 件 数 実 施 金 額

08年 09年 増加率 比 率 08年 09年 増加率 比 率

1 中 国 香 港 12,857 10,701 △16.8 45.7 41,036 46,075 12.3 51.2

2 英領バージン諸島 975 708 △27.4 3.0 15,954 11,299 △29.2 12.6

3 日 本 1,438 1,275 △11.3 5.4 3,652 4,105 12.4 4.6

4 シ ン ガ ポ ー ル 757 640 △15.5 2.7 4,435 3,605 △18.7 4.0

5 韓 国 2,226 1,669 △25.0 7.1 3,135 2,700 △13.9 3.0

6 ケ イ マ ン 諸 島 216 103 △52.3 0.4 3,145 2,582 △17.9 2.9

7 ア メ リ カ 1,772 1,530 △13.7 6.5 2,944 2,555 △13.2 2.8

8 サ モ ア 346 243 △29.8 1.0 2,550 2,020 △20.8 2.2

9 台 湾 2,60 2,555 8.3 10.9 1,899 1,881 △ 1.0 2.1

10 ド イ ツ 390 303 △22.3 1.3 900 1,217 35.1 1.4

(参考) EU 1,844 1,441 △21.9 6.2 4,995 5,068 1.5 5.6

世 界 の 合 計 27,514 23,435 △14.8 92,395 90,033 △ 2.6

注：① 順位は 09年の実施金額で計算｡

② EUは 15か国が含まれる (ベルギー, デンマーク, イギリス, ドイツ, フランス, アイルランド, イタリア,

ルセンブルク, オランダ, ギリシャ, ポルトガル, スペイン, フィンランド, オーストリア, スウェーデン)｡

出所：中国商務部 『国際貿易』 2010年 2月号により作成｡



5は日本財務省が公表した統計に基づき作成したものである｡ 中国商務部の統計と多少異なって

いる｡ 中国商務部の統計によれば, 09年に日本の対中投資が実施ベースで 41億ドル, 08年の

36.5億ドルと比べて 12.4％増加した｡ しかし, 日本財務省の統計では 09年日本の対中投資額

(契約金額) は 6,492億円で, 08年の 6,700億円より逆に 3.1％減少し, 日本対世界投資の 9.3％

を占めている｡ 表 5から分かるように, アメリカ, ケイマン諸島とイギリスは 08年と比べて,

09年にそれぞれ 77.6％, 4.7％と 69.7％に大幅に減少したのに対して, 対中投資の減少率が 3.1％

に留まっている(12)｡ なお, 2010年に日本の対中投資金額が 6,278億円と前年比 3.3％とマイナス

になったが, 日本の対外投資総額に占めるそのシェアが 09年の 9.3％から 10年の 12.6％に上昇

し, 中国の順位も 09年の第四位から 10年にアメリカ (7,982億円, 16.0％) に次ぐ第二位に拡

大した (財政省統計)｡ 日本側の統計をみても, 日本にとって, 中国は終始最重要な投資相手国

であるといえよう｡

2. 日本企業の主要投資国

日本国際協力銀行は近年投資対象国の調査を行っているが, ｢日本企業が今後 3年間に最も有

望と考える事業展開先国｣ はいずれも中国である｡ 中国は 1992年以降, 調査対象企業総数の 60
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表 5 日本海外直接投資の推移
(単位：億円, ％)

順

位
国・地 域

2007年 2008年 2009年

金 額 比 率 増加率 金 額 比 率 増加率 金 額 比 率 増加率

1 ケイマン諸島 6,889 8.0 105.8 22,814 17.2 231.2 12,080 17.3 △47.1

2 ア メ リ カ 18,524 21.4 71.0 44,617 33.7 140.9 9,989 14.3 △77.6

3 オーストリア 4,781 5.5 774.0 5,369 4.1 12.3 6,556 9.4 22.1

4 中 国 7,305 8.4 1.9 6,700 5.1 △ 8.3 6,492 9.3 △ 3.1

5 オ ラ ン ダ 14,710 17.0 48.0 6,790 5.1 △53.8 6,314 9.0 △ 7.0

6 ブ ラ ジ ル 1,458 1.7 △11.9 5,380 4.1 269.0 3,513 5.0 △34.7

7 イ ン ド 1,782 2.1 198.5 5,429 4.1 204.7 3,443 4.9 △36.6

8 ルクセンブルク 2,682 3.1 n. a 576 0.4 △78.5 2,962 4.2 414.2

9 シンガポール 2,626 3.0 491.4 1,122 0.8 △57.3 2,706 3.9 141.2

10 イ ギ リ ス 3,737 4.3 △55.6 6,758 5.1 80.8 2,045 2.9 △69.7

参

考

Ｅ Ｕ 23,636 27.3 13.2 23,431 17.7 △ 0.9 15,942 22.8 △32.0

Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ 9,169 10.6 13.3 6,518 4.9 △28.9 6,587 9.4 1.4

ロ シ ア 117 0.1 △37.1 317 0.2 170.9 363 0.5 14.5

世 界 合 計 86.607 100.0 48.1 132,32 100.0 52.8 69.896 100.0 △47.2

注：① 順位は 09年届けベースによる｡

② 増加率は前年同期比である｡

出所：日本財務省の統計データにより作成｡



％～90％を占めていたからである｡ 08年にインドが中国に近い 50％を占めたが, 09年と 10年

と続けて中国が盛り返し, 各項目の調査でインド及びその他の国を大きく上回った｡ 中国を有望

視する最大の要因は ｢中国市場の成長性｣ である｡ ｢中国市場の成長性｣ を取り上げる企業の比

率は 08年の 77.6％から 09年の 84.8％を経て 10年に 87.8％に上昇した｡ 他方, 中国の賃金引き

上げ, 沿海地域の労働力不足などを反映して, ｢安価な労働力｣ を挙げる企業の比率は 09年の 4

4.0％から 10年の 35.5％に低下した(13)｡

3. 製造業と非製造業の対中投資の変化

2008年と比べて, 2009年に日本製造業対中投資の変化を以下の 2点に要約することができる｡

� ｢電気機械｣ の減少と ｢食品｣ の増加

製造業は終始一貫日本対中投資の主体を占めてきた｡ しかし, 09年に ｢電気機械｣ の投資がわ

ずか 583億円で, 08年の 1,085億円より 46.3％減少した｡ 業種別では減少幅が最も大きい｡ ｢電

気機械｣ に次ぐ減少幅が大きい業種は ｢鉄鋼, 非鉄金属｣ である｡ これとは逆に ｢木材, パルプ｣

は 09年に 3.3倍増加し, 製造業の中で増加が最も大きい業種である｡ その次に伸び速度が速い

のは ｢食品業｣ である｡ 投資額は 827億円, 製造業投資総額の 12.7％を占め, 08年より倍以上

となった｡

� 非製造業の ｢金融, 保険業｣ の増加

非製造業の中で, 伸び率が最も早いのは ｢金融, 保険業｣ である｡ 投資額は 938億ドル, 08

年の 80億ドルと比べて 1,072倍増加した｡ ｢金融, 保険業｣ の投資が中国の直接投資統計に含ま

れない｡ このことも中国の統計額が日本の統計額を下回る原因である｡

世界的金融危機の影響を受け, 日本企業はなぜ中国への投資を続けるのか, 対中投資にどのよ

うな変化が生じたのか, 以下では具体的な投資実例を通じて, 日本企業対中投資の動きを分析し

たい｡

� 中国市場の中長期発展性を重視

以上でも指摘したように, 日本企業対中投資の目的は中国の市場であり, ｢中国市場の中長期

成長性｣ 最も重要視されている｡ 特に世界経済が混乱した時期に中国市場の発展は世界の注目を

引き付けている｡

09年 4月に, 朝日ビールは中国最大手の青島ビールに 6億 6,650万ドルを出資し, 青島ビール
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4. 対中投資の新動向(14)



19.99％の株価を取得した｡ 投資の目的は ｢青島ビルと長期的協力関係を築くことである｣｡ また,

｢中国で朝日ビールのブランドを高めるために, 收益の高い中国各地で競争力をもつ生産拠点を

確立する必要がある｣｡ したがって, 朝日ビールは中国を最も收益性の高いビール市場と位置づ

け, 中国投資を増やしている｡
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表 6 業種別対中投資の変化
(単位：億円, ％)

2006年 07年 08年 09年

金 額 比 率 金 額 比 率 増加率 金 額 比 率 増加率 金 額 比 率 増加率

製 造 業

(計)
5,670 79.1 4,926 67.4 △13.1 5,017 74.9 1.8 4,615 71.1 △ 8.0

食 料 品 216 3.0 207 2.8 △ 4.2 397 5.9 918 827 12.7 108.3

繊 維 110 1.5 76 1.0 △30.9 86 1.3 13.2 154 2.4 79.1

木材・パルプ 41 0.6 552 7.6 1,246.3 105 1.6 △81.0 455 7.0 333.3

化学・医薬 551 7.7 371 5.1 △32.7 467 7.0 25.9 444 6.8 △ 4.9

石 油 × ・ 6 0.1 n. a △ 1 △ 0.0 n. a 4 0.1 n. a

ゴ ム・皮 革 266 3.7 231 3.2 △13.2 68 1.0 △70.6 △ 6 △ 0.1 n. a

ガラス・土石 136 1.9 112 1.5 △17.6 151 2.3 34.8 119 1.8 △21.2

鉄･非鉄･金属 309 4.3 601 8.2 94.5 589 8.8 △ 2.0 337 5.2 △42.8

一 般 機 械 594 8.3 667 9.1 12.3 741 11.1 11.1 617 9.5 △16.7

電 気 機 械 1,487 20.7 940 12.9 △36.8 1,085 16.2 15.4 583 9.0 △46.3

輸 送 機 械 1,330 18.5 889 12.2 △33.2 1,019 15.2 14.6 907 14.0 △11.0

精 密 機 械 219 3.1 80 1.1 △63.5 93 1.4 16.3 85 1.3 △ 8.6

非 製 造 業

(計)
1,502 20.9 2,378 32.6 58.3 1,683 25.1 △29.2 1,877 28.9 11.5

農・林 業 15 0.2 5 0.1 △66.7 8 0.1 60 3 0.0 △62.5

漁・水 産 業 5 0.1 9 0.1 80.0 27 0.4 200 1 0.0 △96.3

鉱 業 ・ ・ 1 0.0 n. a ・ n. a n. a × n. a n. a

建 設 業 △28 △0.4 22 0.3 n. a △ 3 △ 0.0 n. a 9 0.1 n. a

運 輸 業 110 1.5 95 1.3 △13.6 107 1.6 12.6 59 0.9 △44.9

通 信 業 27 0.4 48 0.7 77.8 111 1.7 131.3 13 0.2 △88.3

卸売・小売業 734 10.2 642 8.8 △12.5 794 11.9 23.7 805 12.4 1.4

金融・保険業 275 3.8 1,098 15.0 299.3 80 1.2 △92.7 938 14.4 1,072.5

不 動 産 業 38 0.5 202 2.8 431.6 319 4.8 57.9 △71 △ 1.1 n. a

サービス業 115 1.6 184 2.5 60.0 137 2.0 △25.5 90 1.4 △34.3

合 計 7,172 100.0 7,305 100.0 1.9 6,700 100.0 △ 8.3 6,492 100.0 △ 3.1

注：① 3に満たないものは ｢×｣ と表示｡ ②データのないものは ｢・｣ で表示している｡ ③｢製造業 (計)｣ と ｢非製

造業 (計)｣ の合計は各内訳項目, Xにそれぞれ ｢その他製造業｣ ｢その他非製造業｣ を加えた合計であり, 表上

の各業種の合計と必ずしも一致しない｡ ④増加率は前年同期の比較である｡ ⑤金額がマイナスの場合増加率は計

算していない｡

出所：日本財務省の統計により作者は作成｡



日世と伊籐忠商事は 09年 4月に中国煙台のビール集団と合弁し, 山東省煙台市で新しい合弁

企業を設置した｡ 当該企業の資本金は 1,068万ドル｡ 日世は 64％, 伊籐忠商事は 19％をそれぞ

れ占める｡ 当社はビールとアイスクリームを生産販売する｡ 日世は製造, 販売技術を提供し, 伊

籐忠商事は原材料の配送と中国国内の販売ルートを開拓する｡ 煙台ビールは中国での販売と生産

に責任を持つ｡ 同社は 2010年 1月に生産を開始する｡ 2015年の販売目標は 100億円, 生産量は

5,600万リットルである｡

オリックスは 10年 1月に, 中国本社の営業を開始し, 観光, 不動産開発などを手掛ける大連

海昌集団の傘下企業に資本参加した｡ 10月には政府から地域本部の認可を受け, 投融資事業を

本格化した｡ 12月に 41階建て 2棟による中国本社ビルプロジェクトも開始した(15)｡

� 世界最大の自動車市場の競争

日本の自動車産業も中国内需市場に注目した業種である｡ 09年に, 日本の自動車対中投資は

06～08年より少ないものの, 907億円を保っており, 製造業対中投資の一位 (14.0％) を占めた｡

本田, トヨタ, 日産自動車などの最終組み立て企業のほかに, 自動車の部品工場も対中投資を強

めている｡

例えば, 日立造船は 09年 4月 15日に上海船基 (集団) 有限公司 (SZG) と ｢中基日造柴油機

有限公司｣ (中日造機) を設立した｡ 同社は船舶用のエンジンを生産し, 資本金 2億円のうち,

日立造船は 25％出資した｡

マツタ自動車は 09年 4月 30日に中国第一汽車集団公司, 一汽轎車有限公司と協力し, ｢一汽

馬自達汽車銷售有限公司 (FMSC)｣ の投資比率を 25％から 40％に引き上げ, 出資金額は 4,950

万元に達した｡ 出資率の増加を通じて中国合弁企業の地位を高める｡

ブリヂストン (中国名：普利司通) は中国市場の ｢中長期ゴムダイヤの増加｣ 傾向に対応し,

江蘇無錫市普利司通輪胎厰の生産能力を高めることとした｡ また, 09年 4月 13日に江蘇無錫市

普利司通輪胎厰の生産能力日産 4,200個を増やし, 日あたり生産能力を 12,000個とする｡ さらに

10年 4月 28日に江蘇省蘇州市に工業資材, 建設資材事業, 電材化成品事業, 化工品直需事業の

統括販売会社である普利司通 (中国) 化工品投資有限公司を設立した｡ 統括会社を設立し, 各事

業会社へ管理業務支援を行うことにより, 中国に 8社ある化工品事業会社の各社のガバナンス強

化を図る｡ また, 統括会社に一部の販売機能を持たせ, 中国市場において顧客ニーズに的確かつ

機動的に対応する体制を構築する｡

� 公共事業と基礎建設の関連事業

日本の対中投資の中で, 内需市場と関連する公共事業, インフラ建設と関連する事業にも投資

するようになった｡
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例えば, 小松製作所は 09年 1月 20日に中国常州で 63万m2の土地を購入し, ｢小松 (常州)

建機公司を移転し, 新しい工場を設立する｣ ことを宣告した｡ 世界的金融危機の影響を受け, 中

国市場も打撃を受けた｡ ｢しかし, 持続的な経済発展と都市化を背景に, 中国は今後インフラ建

設 (道路, 鉄道等) をはじめ, 鉱山開発を急がなければならない｡ 中長期的にみれば, 中国の建

設, 鉱山機械市場は大きく発展するだろう｣｡

昭和電線は 09年 9月 28日に天津合弁企業の生産能力を 2012年までに 7倍に拡大することを

決定した｡ 同社は ｢中国で, 電力基礎網と鐵路網の改善に伴い, 自動車と家電製品が普及し, 平

角卷綫など付加価値の高い卷綫の需要が大幅に伸びる｣ とみる｡ 昭和電線は天津のほかに, 山東

で新しい合弁企業を設立し, 中国国家電網とともに中国の電力網を整備していく決意である｡

日本企業は対中投資を通じて大きな成果を獲得したが, 多くの問題に直面した｡ 2010年 3月

に, 日本貿易振興機構は 『平成 21年度日本企業海外事業展開アンケート調査』 報告書を発表し

た｡ 同報告書は中国投資の中で, 最大の問題は ｢知的所有権の保護問題｣ であり, 2009年に調

査対象企業の 57.4％を占め, 2008年より 1.7％増加した｡ その次は ｢法制度の不備, 運用問題｣

(53.1％), ｢労務問題｣ (29.7％), ｢人件費が高く, 賃上げの問題｣ (29.2％), ｢税務リスクの問題｣

(28％) である｡ タイ, ベトナム, インドと比べて知的所有権の保護問題｣ は依然として大きな

問題である(16)｡
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五, 日本の対中投資の問題点

表 7 項目別にみる中国のリスクと課題 (すべての業種)

順位 中 国
09年 08年 増 減

1 � 知的所有権の保護問題 57.4 55.7 1.7

2 � 法制度の不備, 運用に問題がある｡ 53.1 55.7 △ 2.6

3 � 労務関係の問題 29.7 32.6 △ 2.9

4 � 人件費が高い, 賃上げが速い｡ 29.2 42.4 △ 13.2

5 � 税務上のリスク, 問題 28.0 30.6 △ 2.6

6 � 為替リスクが高い｡ 18.8 16.6 2.2

7 � インフラ施設の問題 15.7 16.8 △ 1.1

8 � 関連企業の集中問題 5.4 4.0 1.4

注：括弧内の数字は 08年の順位である｡

出所：日本貿易振興機構 『平成 21年度日本企業海外事業展開のアンケート調査』 報告書, 2010年 4

月 9日により作者は作成｡



中国は ｢世界の工場｣ であると同時に ｢世界の市場｣ でもある｡ そのため, 日本企業は, いか

に中国の市場を占領し, 販売ルートを拡大するかはきわめて重要なことである｡

前述のように, 朝日ビールが中国青島ビールに資本を注入するのは中国での販売を拡大するた

めであり, 三菱化学が中国代表の中石化 (SNOPEC) と合弁企業を設立し, 三菱商事は中国最

大の医薬卸企業である国葯集団と組むのも中国での販売ルートを拡大し, 販売量を引き上げるた

めである｡

同時, 中国の企業も日本市場に注目し, 対日本投資を始めた｡ 例えば, 2010年に山東の紡織

企業・如意集団は東京一部上場の企業レナウンに 40億円を出資し, 同社 40％の株を取得し, 最

大の株主になった｡ 09年 6月に, 中国蘇寧電器集団は東京二部上場のラオックス (LAOX) の

大株主となった｡ 10年 5月 17日にラオックスは上海市に楽購思 (上海) 商貿有限公司を設立し,

6月 18日には上海の中心地区にある蘇寧電器・浦東第一店に ｢MUSICVOX上海遠東店｣ をオー

プンした｡ 中国の企業が日本企業に対するM & A (合併, 統合) の事例はまだ少ない｡ 今後, 中

国の企業が日本の市場にいかに進出し, 日本の市場を開拓するかについて研究する必要があろう｡

( 1 ) 中国商務部 『中国投資指南』｡

( 2 ) 日本財務省統計, 中国商務部 『中国商務年鑑 2010年』 による｡

( 3 ) ジェトロ 『特集 2010年の対中直接投資動向』 2011年 4月号, Vol. 14｡

( 4 ) 小池良司 ｢わが国直接投資と日本・東アジアの貿易構造の変化｣ 『金融研究』 2004年 10月号｡

( 5 ) 内閣官房知的財産戦略事務局編 『知財立国の道』 ぎょうせい, 平成 15年 12月出版, 1�5頁｡

( 6 ) 日本経済産業省特許庁 『中国模擬品被害実態のアンケート調査結果概要』 2001年 12月｡

( 7 ) 中国商務部 『中国投資指南』 による｡

( 8 ) 遼寧省政府資料整理｡

( 9 ) 天津市政府資料と 『天津統計年鑒 2009年』 による｡

(10) ｢中国の賃上げ要求が過熱｣ 『日本経済新聞』, 2010年 6月 2日｡

(11) 日本貿易振興会 『特集：日系企業が直面する課題』 2010年 4月号 (Vol. 12)｡

(12) 注( 3 )と同じ｡

(13) 注( 3 )と同じ｡

(14) 4で挙げられる対中投資実例の多くは日本貿易振興会 『特集：日系企業が直面する課題 2009年の

対中投資動向』 2010年 4月号 (Vol. 12) と日本貿易振興会 『特集：日系企業が直面する課題 2010

年の対中直接投資動向』 2011年 4月号, Vol. 14によるものである｡

(15) オリックスの資料による｡ 日本財務省統計による｡

(16) 日本貿易振興会 『平成 21年度日本企業海外事業展開のアンケート調査』 報告書, 2010年 4月 9日

により作者は作成｡
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六, 今後の展望
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